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米国の「ワークフォース開発のローカルガバナンス」と 

諸組織の活性化 

－エリア全体のレジリエンスを目指す人材開発のパラダイムシフト－1 

 

前山 総一郎 福山市立大学都市経営学部 

 

 

１． 前提と問題意識 

 米国の労働市場と社会において、諸研究、また米国労働省（U.S. Department of Labor）

やさらには Deloitte 社を始めとするコンサルティングファームにおいて、「ワークフォー

ス開発」(workforce development)という「戦略と実践」が、諸組織のパフォーマンスに力

をもたらすことこと、ひいては地域産業を含めての地域のレジリエンスに力をもたらすこ

とに着目されている(Delotte 2020)。大学やカレッジがワークフォース関係で費やすプロ

グラムには、国家予算の 1.06％にあたる 4,070 億ドルを費やしている（約 4 兆 8 千億円相

当）。 

職業教育、職業訓練、仲介支援の推進が、日本では、ハローワーク、教育機関での職業紹

介業務、人材派遣業などという形でいわば縦割りの形で分散的にかつ地域との密着性が薄

い形でおこなわれているが、米国においては、連邦そしてそれぞれ州、カウンティのローカ

リティにおいて、官の機構、コミュニティカレッジ、NPO、民間企業などの諸領域・諸団体

をできるだけ串刺しにした形での、有機的なワークフォース開発のフォーメーション、「ワ

ークフォース開発のローカルガバナンス」を形成して推進されてきている。 

（１）研究史と視点 

 この動向は 21世紀の初めに提起され、さらにオバマ政権にあって加速されてきたもので

あるが、それ以前の人財開発・職業支援のありかたと何が異なるのか、という点が問われる

が、それについてアカデミックな視点から R.Gilothらによる提起と視点の転換：「地域社会

全体的なニーズと活性化を考慮した全体的アプローチ」として研究がめられ、20 世紀の職

業教育・訓練を超える「パラダイムシフト」としての側面が提起されてた（Giloh2004；Conway 

and Goloth2014）。 

 人的資源管理論のロナルド.L.ジェイコブスは、公民連携や、社会的コンテストを念頭に、

次の、目下の到達点的な定義を提起している： 

「ワークフォース開発とは、公共部門と民間部門の政策やプログラムを調整すること

で、個人に持続可能な生活の機会を提供し、組織が社会的背景と一致した模範的な目

 
1 本研究は、科学研究費補助金 基盤研究(C) 22K01928 (米国コミュニティベースド・ワー

クフォース開発のローカルガバナンス形成に関する研究) からの支援を受けて行われた。 
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標を達成できるようにすることである。」(Jacobs 2009) 

ワークフォース開発と「地域のレジリエンス」（回復力）との関わりについて、都市レジ

ーム論の C.Stone との連携で、ワークフォース開発が与える地域のレジリエンス力につい

ての研究も進められてきた（Stone 2004）。また、E.Morretiが、『仕事の新しい地理』のコ

ンセプトで、地域格差の拡大と労働市場の問題を掲げ、また AIR研究所が活発に「ワークフ

ォース開発と経済流動（economic mobility）」を扱ってきており、個々人・家族の経済的流

動の維持（社会的経済的に墜落しない）にかかわる研究を進めてきた。 

これらの研究動向を通じて、20 世紀の職業教育・訓練を超える「パラダイムシフト」的

含意があるからこそ生まれる議論であると捉えられる。かつて、日米でも広く膾炙してきた

「福祉から就労第一主義（from welfare to workfare）政策という認識が、それを超えるも

のであることへの捉え直しも進んできている。 

（２）workforceの語について 

なお、labor forceの語が「労働力」そのものを意味するのに対して、workforceは、「働く

人のまとまり」や「働く人たちのまとまりを全体として引き上げること」を意味するものと

捉えられている。そこから現在、「ワークフォース開発」（workforce development）のこと

ば、人に焦点を当てつつ、多くの参加者の課題解決や、地域の経済的安定と繁栄をたかめよ

うとする、経済開発にもつながる全体的なアプローチと捉えられている 

 

２． 研究の目的 

【研究の目的】 以上の議論を踏まえつつ、本報告は、まずもってワークフォース開発形成

の基盤をおさえる基礎的・準備的研究として、ワークフォース開発のローカルガバナン

スが姿を現し起動するに至った経緯はどのようなものであるかを、準備的に明らかにす

る。 

   なお、その過程で、エリア全体の柔軟性・回復性・レジリエンスをもたらす、ワーク

フォース戦略の内実手法にも一定程度言及したい。 

【方法】 現地での施設調査およびヒアリング調査（キーパーソン調査）に基づく。諸組

織連携にかかわるダイナミズムにフォーカスをあてる。 

 

３．連邦政府における政策形成 

ワークフォース開発の起点は、米国の政策転換の焦点を成すクリントン民主党政権のも

とで、 1996 年に「個人責任と労働機会和解法」（ Personal Work Opportunities 

Reconciliation Act／WI法）が制定されたことから始まる。これは、貧困家庭への主要扶

助を終わらせ、就労前の支援を 2年間に制限するといったもので、社会福祉政策の大規模な

変更にかかわる、「ワークファースト」（就労第一主義）というアプローチがとられた。（ち

なみに、これをもって、日米の諸研究では、「米国に福祉切り捨て・就労第一主義が進展し

た」と長らく捉えられるものとなったものであった。） 
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けれども、他方、その 2 年後の 1998 年に同政権はワークフォース投資法(Workforce 

Investment Act/ WIA)を制定した。これは、職業教育・訓練・仲介の事業にあって、①地域

のガバナンスを作る（中核組織をつくる）こと、②「ビジネス関係者（雇用主）を巻き込む

こと、③プログラムを統合してワンストップセンターを設置すること、をすすめることを柱

としている。（のちに述べる、各州、各カウンティで設置されるワークフォース開発協議会

と体制の基盤となる要素を持っている。） 

 クリントン政権下で、いわば同時期に、「個人責任と労働機会和解法」では、職業訓練に

力を入れない就労第一主義（ワークファースト）を打ち出す一方で、ワークフォース投資法

（WIA 法)では、より体系的な職業訓練・雇用促進のサービス体制の実施構築を、地域・民

間関係者を巻き込んだ形で打ちだしたということなったが。この状況は「統合失調症」と評

されている（Giloth 2004）。 

 現実的には、連邦議会との関わりのなかで、福祉に関わる個人責任と労働機会和解法

(PRWORA)では共和党に近い政策だが、他方、ワークフォース法投資法（WIA法) では、リベ

ラルよりの従前の要素を入れ込んだものとしての法制化に成功したということであり、そ

れが現在の「ワークフォース開発のローカルガバナンス」の各地での形成につながる起点と

なったということになる。 

  

４．ローカルでの形成動向 ― 「ローカルガバナンスとしてのワークフォース開

発体制」の形成と基盤 

（１）ワシントン州シアトル-キングカウンティ エリアをベンチマークとしての検討 

  次に、この政策がどのように全米のエリアに形成され根付くこととなったのか。ワーク

フォースの形成が比較的早期になされたとされる、ワシントン州のシアトルエリアをベン

チマークとした。 

 まず、全米での制度設置としては、全 53 州において、「州ワークフォース開発協議会」

（Workforce Board)が、州知事により設置され、先のワークフォース投資法（WIA法）に準

拠して、州全体のワークフォース計画を定めることとなっている。さらにその上で、州の下

位にあるいくつかのカウンティごとに、「ローカル・ワークフォース開発協議会」(local 

workforce board)が設置され、そこで、州の計画を基にそのカウンティエリアでの具体的な

実施計画が策定される（図１）。 

 ここでケースとして挙げるワシントン州は、カウンティレベルの１２の「ワークフォース

開発協議会」に分割されている。（シアトルは、シアトル-キングカウンティワークフォース

開発協議会」に属している。）12のローカルのワークフォース開発協議会は、それぞれのカ

ウンティエリア自体でのワークフォース計画の策定と実施をおこない、そして現場レベル

では、このローカルのワークフォース協議会からの委託をうけて、官民、営利非営利のエー

ジェンシーが体系的に、地域密着でのワンストップショップの職業訓練、職業仲介事業を実

施する、という形となっている。（図２） 
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シアトル-キングカウンティのエリアでは、上記の体系にそって、「シアトル-キングカウ

ンティワークフォース開発協議会」(Seattle -King County Workforce Development Board/ 

SKCWDB)が計画・運営する体制で推進・展開される。図３には、そこでのワークフォース仲

介センター43団体の一覧を載せている。ハローワークに類するもの（WorkSourceという名

称のセンター、コミュニティカレッジ、YMCAなどの非営利団体、Goodwill社などの営利企

業がそれぞれ、公共的体系の中で展開している。 

 コミュニティカレッジは、特に学生また地域のリスキリング志望者のために、職業教育・

訓練・仲介に力点をおく、アメリカ固有の形で設置された、2年制の公立大学で、図中のエ

リアのリストでも 10校がコミットしている。 

 なお、これらの諸センターの事業を通じて、シアトル-キングカウンティワークフォース

開発協議会(SKWDC)のワークフォース開発の諸事業には、2020 年では 17 万人の訓練と就労

を支援し、5600人の雇用主（企業）を支援している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 州におけるワークフォース開発の推進体制 

（典拠 前山作成） 
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図２ シアトル-キングカウンティにおけるワークフォース開発の附置状況 

 

（典拠：前山 2021,p110） 

 

（２）シアトル-キングカウンティワークフォース開発のローカルガバナンスの形成 

 全米においても比較的早期に、シアトル-キングカウンティにおいて、ローカルエリアで

のワークフォース開発協議会が実働できるに至った（Smith and Davis 2004）。 

 同協議会の執行局長マリー・クロセ（Kurose）氏への調査をおこなった2ところ、そのワ

 
2  ヒアリング調査：対象 Marie Kurose氏（Executive Director, Seattle-King County 

Workforce Council）、2020年 9月 2日、同機構のオフィス 
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ークフォース開発協議会が実働するに至れたそこにおいては、制度設計のみならず、実際の

形成にいたるアクティブなダイナミズムがあった。 

 エリア内で CBO組織（NPOなど）が連携なく就職支援をバラバラにおこなっている状況に

対して、①「ビジネス － 人材開発支援 － コミュニティ開発の三者を一体として捉える」

包括的戦略の必要を訴えたノーム市長およびシアトル市経済局（OED）が推進して、②実質

的に現実のコーディネートをおこなうシアトル・ジョブ・イニシアチブ（SJI）を設置した

ことが示された。 

 2001 年に、キングカウンティエリア（約人口 180 万人）においても、先のワークフォー

ス投資法（WIA法）、即ち、地域の中核組織を作り、ビジネス関係者（雇用主）を巻き込み、

かつワンストップショップの三本柱をかかげた同法により、ローカル・ワークフォース開発

協議会をつくることとなたが、その際に、当時人口約 56万人のシアトル市で展開されてい

た①ビジネス-人材-コミュニティの三位一体開発の戦略と②シアトル・ジョブ・イニシアチ

ブ（SJI）という駆動機関の設置が大きな影響を与えた。クロセ氏スタッフが実際にその音

頭を取った。 

 

５．実践で編み出されたワークフォース開発の戦略の内実 

 これまで、ローカルエリアにおけるワークフォース開発のローカル五ガバナンスの推進

のダイナミズムを基礎的に検討してきたが、実は、その過程で、CBO 組織や YWCA など非営

利組織のほかに、とりわけコミュニティカレッジにおいて新たな職業教育・訓練・支援の特

色ある手法が編み出されていた。 

シアトルのコミュニティカレッジでのシアトル・ボーケ―ショナル・インスティチュート

（SVI）当の事例を検討した。 

 コミュニティカレッジの現地調査では、そこにおいて、各種の就職支援の授業とともに、

地域の一般住民にもひらかれた職業訓練の授業（単位制）や資格講座、実習プログラムがあ

り、かつキャンパス内に、学生が授業の一環として運営する「パーマサロン」や「学生経営

レストラン」が設置されている。そして、そのプログラムの設計と運営に、関連する特定産

業の専門家や企業経営者が参画している。地域の企業が志望者の育成や採用にコミットす

ることで、商工、産業の開花を通じての地域全体の底上げをおこなう方策ということになる。 

 さて、その方策にあって、具体的にどのようなことがすめられているのだろうか。とりわ

け、諸研究においてそれを実効たらしめているものとして二つのことが着目されている。 

（１） セクターアプローチ（教育-産業パートナーシップ） 

 第一に、特定の産業にフォーカスして、雇用主に有用な人材を得させ、求職者には特定産

業のスキル等を実質的に学ばせるという職業訓練・採用のアプローチとして「セクターアプ

ローチ」戦略が着目されている。セクターアプローチの規程としては、当初の低所得者用の

取組であった 1990年代から、2000年代後半には「雇用者が求める労働へのニーズと、良い

仕事に就くための適切なトレーニングを求める労働者のニーズに対応する」とする、全国州
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知事会が示した形で、全層の人々と企業が適切な訓練を介してより最適にマッチすること」

へと広がってきている。（Conway 2014） 

 シアトルのコミュニティカレッジにおいては、セントラル、ノース、サウスのコミュニテ

ィカレッジ、また、シアトル・ボーケ―ショナル・インスティテュートからなるシアトル・

カレッジ（Seattl Colleges）というリーグがある。業界を超えたパートナーシップを促進

する仕組みとして、135の専門技術キャリア・プログラムには、地元企業、労働団体、専門

職団体、その他、仕事で成功するために必要な能力に関する専門知識を持つ専門家から構成

される技術諮問委員会）が設けられている。 

 具体的には、四半期ごとに開催される技術諮問委員会よって、雇用主は、自分たちの人材

ニーズの発言をし、コースの内容やスケジュールについて講師にフィードバックを提供し、

また今後の業界の変化についてカレッジに情報提供をおこなう。カレッジは、カリキュラム

開発のアイデアを雇用主と創造・共有し、設備やトレーニング用品の援助を求める。カレッ

ジと雇用主のシステムとの双方向コミュニケーションの役割を果たしている。このように

して、雇用主主導の訓練、実地体験、就職先の増加などにつながる、入念なパートナーシッ

プが結ばれている(Nagleya 2019)。 

 ちなみに、図４は、シアトル・ボーケ―ショナル・インスティチュートでの「美容学」関

係の講義シラバスである。美容産業関係者とともにシラバスを作り、実施においては、美容

関係者の指導のもとでの実地体験などが力をいれられている（Seattle Colleges 2016-2018 

Catalog). 

 

  図４ コミュニティカレッジ（SVI）における産業支援型カリキュラム（美容学関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （典拠：Seattle Colleges 2016-2018 Catalog). 

 

種類 科目番号 科目名 単位時間

COS（美容学） 100 美容学での成功戦略 1

COS 141 理学ヘアデザイン入門 4

COS 142 ヘアデザイン実務Ⅰ 11

COS 143 心肺蘇生法と応急手当 0.5

COS 148 ケミカルヘアデザイン 10

COS 149 ヘアデザイン実務Ⅱ 7.5

COS 161 エステティック美容学 7.5

COS 162 ナチュラル・ネイルケア 2.5

COS 163 総合美容実習Ⅰ 12.5

COS 171 サロンショップビジネス原理 4.5

COS 172 就職スキル 3

COS 173 総合美容実習Ⅱ 10

COS 181 州試験プレゼンテーション 7.5

COS 182 サロン/ショップ シミュレーション 10

COS 191 サロン/ショップ 体験Ⅰ 2.5

COS 192 サロン/ショップ 体験Ⅱ 2.5

美容学（コスメトロジー）関連の科目
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（２）「デュアルカスタマーアプローチ Dual Customer Approach」 

 第二に雇用主と求職者という、両方の「顧客」のニーズに同時に対応し、よりよい労働市

場サービスに資する「デュアルカスタマーアプローチ」という手法がある。 

 Hoops ＆ Wilson （2010）によれば、「デュアルカスタマーアプローチ」には、マッチン

グの考え方の大きな転換があるとされる。次の点で、マッチングのパラダイムシフトという

ことになる。（図４） 

第一に，かつてはマッチングの対象にすぎなかった求職者をも雇用者をも，「カスタマー

（顧客）」として、活性化してもらうべき重要な対象として取り扱うべきものと捉えるもの

である。発祥としては、それは，障がい者の方々への「職業リハビリテーション」を推進す

ることから開発された手法である。伝統的な職業訓練や職業紹介の組織とは対照的に，仲介

者は意図的に雇用者と現職労働者または求職者という２種類の顧客のニーズに同時に対応

するものとされることから生まれた発想である。 

 第二に、従来の仕事のマッチングということはるかに超えて，キャリアアップの機会創出

や個々の雇用者の分析などなどでより包括的で広範な労働市場サービスを提供させてもら

い，またより実効的マッチングを誘発することで地域の労働問題の解決に資するべきとい

う考えがあることである． 

 そこから体系的な体制が組まれるとともに、企業などのみならず、非営利の組織やワーカ

ーズコープ（workers' cooperative)などのより広い業態や働き方に対応できる側面がある。 

 

図４ デュアルカスタマーアプローチ 

  

（典拠：Conway,M. ＆ R.Giloth  2014.; Fingold et al.2010を基に前山作成） 
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６．おわりに 

米国の労働市場や地域社会で、「ワークフォース開発」という戦略と実践が、20世紀の職

業教育・訓練を超える「パラダイムシフト」的政策と実践として捉えられてきており、そこ

からしてそれが組織のパフォーマンスや、地域産業にいかに力をもたらすかに、研究や様々

な分野で焦点が当てられてきた。また、それが地域（労働市場など）のレジリエンス（回復

力）に与える影響についての研究がなされて来た。 

 上記の状況を踏まえて、本研究は、ワークフォース開発形成の基盤をおさえる基礎的研

究として、ワークフォース開発のローカルガバナンスが姿を現し起動するに至った経緯は

どのようなものであるかを準備研究として明らかにすることにとりくんだ。その結果、次の

ことを得た。 

（１）テストケースをもって、ワークフォース開発のローカルガバナンス体制が形成される

にいたる過程 

・連邦政府の政策（①地域の中核組織をつくり、②ビジネス関係者（雇用主）を巻き込み、

③ワンストップセンターを設置する、ワークフォース投資法）を、その内実を活かす形

で、2001年に、「ワークフォース開発のローカルガバナンス」の構築がすすめられた。 

・シアトル-キングカウンティエリアでは、その実効的構築は、単に連邦からの制度指示が

あったからのみではなく、1990年代からのシアトル市での新コンセプトと、中核組織（SJI

組織）を核としての実質的ネットワーク形成の推進努力とによって、実効たらしめられ

た。（連邦政策とローカルの運営の関わりについての基本的視点）。 

・その過程で、コミュニティカレッジが核となって、そこで産業界からの科目のアドバイ

ス・授業指導など「産業界の参画」により、後にワークフォース開発戦略の核と目され

ることとなる、「セクターアプローチ」「デュアルカスタマーアプローチ」が進展し確立

したことが合わせて確認された。  

（２）「福祉から就労第一」政策観を超えての、政策ダイナミズムの示唆 

・ワシントン州シアトルの調査からみたところ、米国においては濃淡はありつつも、「面と

してのワークフォース開発体制」が、基本的な人的開発の基盤となりつつある。（日本に

おける、縦割りのマッチング施策が相互連携なく進んでいることと開きがある。） 

・また、「福祉から就労第一」（from welfare to workfare）の状況をもって、福祉カットの

みを示した「福祉切り捨て」の政策観が長らく存続してきたが、実際には求職者、働く

意向のある人に対して広く救い上げようとする、各方面から支えられるワークフォース

開発のローカルガバナンス体制が現われたという現実を示すことを通じて、その政策観

に関して、今後、当時の福祉・就労のダイナミズムをより構造的に深みをもって理論化

につながる可能性を捉えている。 
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Abstract:   The strategy and practice of "workforce development" has been viewed as 

a "paradigm-shifting" policy and practice in the U.S. labor market and local communities 

that goes beyond 20th century- vocational education and training with impact on local 

resilience. We obtained the following findings as a preparatory research: 

 First, we have pursued in a preparatory way the connection between the 

mandatory of the Workforce Investment Act (WIA) 1998 and the substantive formation 

of workforce local governance with the case study of Seatlle-King County. The results of 

a survey of key local person indicate that the effective establishment of local workforce 

governance of local area (SKWDC) was not only due to federal directives (Workforce 

Investment Act of 1998), but also to the pioneering efforts of the City of Seattle since the 

1990s (new concept and coordinating agency/SJI organization) t. The combination of 

federal policy and local management is a key element of the project.  

Secondly, we recognized the possibility that the "from welfare to workfare" 

policy perspective, which has long been seen in the U.S.as well as in Japan, may lead to 

a more structured and in-depth theorization of the dynamism of welfare and work that 

was occurring at the time. 

 

Keywords: workforce development   dual customer approach   Sector approach  

Workforce Investment Act (1998)      community college 


